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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 27.7.3 第 189 回国会第 26 号 

 

7 月 3日（金）、第 26回の委員会が開かれました。

 

１ 経済産業の基本施策に関する件 

・宮沢経済産業大臣、西村康稔内閣府副大臣、山際経済産業副大臣、北村環境副大臣、小泉内閣府大臣政務官、関経

済産業大臣政務官、青木国土交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

田 嶋   要君（民主） 

・小規模石炭火力発電に対する規制の方向性について、

宮沢経済産業大臣の見解を伺いたい。 

・スケールメリットを生かす観点から、経済産業省が旗

振り役となって、国・地方公共団体等の設備における

ＬＥＤの一斉導入を推進すべきではないか。 

 

渡 辺   周君（民主） 

・箱根山の火山活動に関して、大規模災害が今後生じる

可能性があるという状況が長期化する地域に対して、

どのような支援策を講じるのか伺いたい。 

・「ゆう活」の効果をどのような指標をもって検証する

のか伺いたい。 

 

近 藤 洋 介君（民主） 

・「日本再興戦略改訂 2015」の主要施策例の中の

「「攻め」のコーポレートガバナンスの更なる強化」

が、生産性を急激に発展成長させることにどのように

繋がっていくのか伺いたい。 

・積極的に生産性を高めるため、企業に資金の内部留保

をさせずに設備投資を増やさせる方策について、宮沢

経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

 

落 合 貴 之君（維新） 

・女性の社会進出を図る上で子育て産業の育成が欠かせ

ないが、政府の取組の成果について伺いたい。 

・省庁横断的に策定する「日本再興戦略改訂 2015」が

単なる寄せ集めとならないように、どのような工夫を

しているのか伺いたい。 

 

鈴 木 義 弘君（維新） 

・景気回復のための地域の産業政策については、国が全

国一律に実施するのでなく地方公共団体に委ねてもよ

いと思うが、山際経済産業副大臣の考えを伺いたい。 

・循環型社会の形成が進んでいない現状を踏まえると、

高コストを伴うリサイクル関連事業については、国が

産業政策として推進する必要があるのではないか。 

 

藤 野 保 史君（共産） 

・コンビニエンスストアが果たす経済的・社会的役割が

拡大する一方で、人手不足や労働環境の悪化等の課題

に直面している現状について、宮沢経済産業大臣の見

解を伺いたい。 

・多くのコンビニエンスストア加盟店が社会保険に未加

入であると指摘される中、経済産業省としてもその実

態把握に努めるべきではないか。 

 

２ 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の一部を改正する法律案（内閣提出第 61号） 

・宮沢経済産業大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 


